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	[6ページ 1行目]

建設工事請負契約書約款

	[第1条の2(3)]
(3)「基本設計図書」とは、要求水準書、提案書及び次条第３条第３号の共通仕様書等をいう。


	[第1条の2(3)]
(3)｢基本設計図書｣とは、要求水準書、提案書及び次条第３条第３3号の共通仕様書等をいう。

	[第1条の2(8)]
(8)「成果物」とは、基本設計図書及び実施設計図書その他本契約に関して・・・

	[第1条の2(8)]

(8)｢成果物｣とは、基本設計図書及び実施設計図書その他本この契約に・・・


	[第1条の3] 
(3)　要求水準書第3編第1章(4)③の関係法令に定める基準、仕様書等(以下｢共通仕様書等｣という。)

	[第1条の3] 

(3)　要求水準書第3編第1章(4)③の4｢3)関係法令及び基準、規格の遵守｣に定める基準、仕様書等(以下｢共通仕様書等｣という。)


	[第2条] 
第２条　甲は、乙の施工する工事・・・
	[第2条] 

第2条　甲は、乙の施工する本件工事・・・

	[第7条第2項]
2　乙が、本件処理施設の建屋部分の施工を下請負人に請け負わせる場合、乙は、下請負人の清掃施設工事にかかる経営事項審査結果の総合評定値が1,200点以上であることを証する書面を提出するものとする。但し、経営事項審査結果の総合評定値は、乙と下請負人との間で本件処理施設に関する請負契約を締結した時点のものでなければならない。


	[第7条第2項]
2　乙が、本件処理施設工事目的物の建屋部分の施工を下請負人に請け負わせる場合、乙は、下請負人の清掃施設建築一式工事にかかる経営事項審査結果の総合評定値が1,200点以上であることを証する書面を提出するものとする。但し、経営事項審査結果の総合評定値は、乙と下請負人との間で本件処理施設工事目的物に関する請負契約を締結したする時点ので有効なものでなければならない。


	[第8条の2第1項]
第8条の2　乙は、甲が本件処理施設の所有及び運営(甲がかかる業務を第三者に委託して実施する場合も含む。)するために必要な特許等の工業所有権の対象となっている技術等の実施権及び使用権があるときは、かかる実施権及び使用権を自らの責任で甲に付与し、また、かかる特許等の権利者をして甲に付与せしめるものとする。かかる特許等の詳細は、別紙3のとおりとする。
	[第8条の2第1項]

第8条の2　乙は、甲が本件処理施設工事目的物の所有及び運営(甲がかかる業務を第三者に委託して実施する場合も含む。)するために必要な特許等の工業所有権の対象となっている技術等の実施権及び使用権があるときは、かかる実施権及び使用権を自らの責任で甲に付与し、また、かかる特許等の権利者をして甲に付与せしめるものとする。かかる特許等の詳細は、別紙3のとおりとする。


	[第8条の2第2項]
2　前項に規定する乙が付与する特許等についての実施権又は使用権は、この契約の終了後も本件処理施設の存続中は有効に存続するものとする。・・・
	[第8条の2第2項]
2　前項に規定する乙が付与する特許等についての実施権又は使用権は、この契約の終了後も本件処理施設工事目的物の存続中は有効に存続するものとする。・・・

	[第8条の3第2項(1)～(5)]
(1)　著作者等の名称を表示することなく成果物の全部若しくは一部又は本件処理施設の内容を自ら公表し、若しくは広報に使用し、又は甲が認めた公的機関をして公表させ、若しくは広報に使用させること。
(2)　成果物を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。
(3)　本件処理施設の完成、増築、改築、修繕等のために必要な範囲で甲又は甲が委託する第三者をして成果品について複製、頒布、展示、改変、翻案その他の修正をすること。
(4)　本件処理施設を写真、模型、絵画その他の方法により表現すること。
(5)　本件処理施設を増築、改築、修繕若しくは模様替えにより改変し、又は取り壊すこと。
	[第8条の3第2項(1)～(5)]

(1)　著作者等の名称を表示することなく成果物の全部若しくは一部又は本件処理施設工事目的物の内容を自ら公表し、若しくは広報に使用し、又は甲が認めた公的機関をして公表させ、若しくは広報に使用させること。

(2)　成果物を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。

(3)　本件処理施設
工事目的物の完成、増築、改築、修繕等のために必要な範囲で甲又は甲が委託する第三者をして成果品について複製、頒布、展示、改変、翻案その他の修正をすること。

(4)　本件処理施設
工事目的物を写真、模型、絵画その他の方法により表現すること。

(5)　本件処理施設
工事目的物を増築、改築、修繕若しくは模様替えにより改変し、又は取り壊すこと。



	[第8条の3第3項(1)～(2)]
(1)　成果物及び本件処理施設の内容を公表すること。
(2)　本件処理施設に乙の実名又は変名を表示すること。


	[第8条の3第3項(1)～(2)]

(1) 成果物及び本件処理施設工事目的物の内容を公表すること。

(2)　本件処理施設
工事目的物に乙の実名又は変名を表示すること。



	[第8条の4第1項]
第8条の4　乙は、この約款に規定のある場合を除き、自ら又は著作者をして、成果物及び本件処理施設に係る著作者の権利を第三者に譲渡し、若しくは継承し、又は譲渡させ、若しくは継承させてはならない。ただし、あらかじめ甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

	[第8条の4第1項]
第8条の4　乙は、この約款に規定のある場合を除き、自ら又は著作者をして、成果物及び本件処理施設工事目的物に係る著作者の権利を第三者に譲渡し、若しくは継承し、又は譲渡させ、若しくは継承させてはならない。ただし、あらかじめ甲の承諾を得た場合は、この限りでない。



	[第8条の5第1項]
第８条の５　乙は、成果物及び本件処理施設が、第三者の有する著作権を侵害するものでないことを甲に対して保証する。


	[第8条の5第1項～第2項]

第8条の5　乙は、成果物及び本件処理施設工事目的物が、第三者の有する著作権を侵害するものでないことを甲に対して保証する。



	[第8条の5第2項]
２　乙は、成果物又は本件処理施設が・・・

	[第8条の5第2項]

2　乙は、成果物又は本件処理施設工事目的物が・・・

	[第8条の6第3項(5)]
(5)　甲が本件処理施設の・・・
	[第8条の6第3項(5)]

(5) 甲が本件処理施設工事目的物の・・・

	[第9条第2項(5)]
(5)　本件工事に関し、契約の履行について・・・
	[第9条第2項(5)]

(5) 本件工事に関し、この契約の履行について・・・

	[第9条第2項(7)]
(7)　要求水準書及び実施設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事・・・
	[第9条第2項(7)]

(7)要求水準書及び実施設計図書に基づく工程の管理、立会い、本件工事・・・

	[第10条第1項(2)]
(2)　・・・ただし、工事が同条第４項の規定にも該当する場合は、「監理技術者資格者証の交付を受けた専任の監理技術者」とする。以下同じ。）
	[第10条第1項(2)]

(2)　・・・ただし、本件工事が同条第4項の規定にも該当する場合は、｢監理技術者資格者証の交付を受けた専任の監理技術者｣とする。以下同じ。 )

	[第10条の2第2項]
２　管理技術者は、この契約の履行に関し、業務の管理及び統括を行うほか、請負代金の変更、請負代金の請求及び受領、第10条第１項の請求の受理・・・
	[第10条の2第2項]

２　管理技術者は、この契約の履行に関し、業務の管理及び統括を行うほか、請負契約代金の変更、請負契約代金の請求及び受領、第1012条第1項の請求の受理・・・

	[第11条]
第11条　乙は、要求水準書に定めるところにより、契約の履行について甲に報告しなければならない。
	[第11条]

第11条　乙は、要求水準書に定めるところにより、この契約の履行について甲に報告しなければならない。

	[第12条第2項]
２　甲又は監督員は、主任技術者（監理技術者）、専門技術者（これらの者と現場代理人を兼任するものを除く。）その他乙が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等で工事の施工・・・
	[第12条第2項]

2　甲又は監督員は、主任技術者(監理技術者)、専門技術者(これらの者と現場代理人を兼任するものを除く。)その他乙が本件工事を施工するために使用している下請負人、労働者等で本件工事の施工・・・

	[第13条第1項]
第13条　工事材料の品質については、要求水準書に定めるところによる。ただし、要求水準書に記載のない場合でも、本件処理施設が・・・
	[第13条第1項]

第13条　工事材料の品質については、要求水準書に定めるところによる。ただし、要求水準書に記載のない場合でも、本件処理施設工事目的物が・・・

	[第15条第9項]
9　乙は、要求水準書に定めるところにより、工事の完成・・・
	[第15条第9項]

9　乙は、要求水準書に定めるところにより、本件工事の完成・・・

	[第16条第1項]
第16条
甲は、工事用地その他要求水準書において定められた工事の・・・
	[第16条第1項]

第16条
甲は、工事用地その他要求水準書において定められた本件工事の・・・

	[第16条第3項]
3　工事の完成・・・
	[第16条第3項]

3　本件工事の完成・・・

	[第17条第2項]
2　・・・必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検査することができる。
	[第17条第2項]

2　・・・必要があると認められるときは、本件工事の施工部分を破壊して検査することができる。

	[第17条第3項]
3　・・・当該相当の理由を乙に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができる。
	[第17条第3項]

3　・・・当該相当の理由を乙に通知して、本件工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができる。

	[第17条の2]
第17条の2　・・・甲は、必要があると認められるときは、履行期間若しくは請負代金額を変更し、又は乙に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。
	[第17条の2]

第17条の2　・・・甲は、必要があると認められるときは、履行契約期間若しくは請負代契約金額を変更し、又は乙に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。

	[第18条第1項]
第18条　乙は、工事の施工に当たり・・・

	[第18条第1項]

第18条
　乙は、本件工事の施工等の実施に当たり・・・

	[第18条第1項(1)]
(1)　要求水準書（質問回答を除く。）、要求水準書に対する質問回答書及び第1条第3項第三号に掲げる共通仕様書等が一致しないこと

	[第18条第1項(1)]

(1)　要求水準書(質問回答を除く。)、要求水準書に対する質問回答書及び第1条の3第3項第三号に掲げる共通仕様書等が一致しないこと



	[第18条第5項]
5　前項の規定（第１項第１号に該当し、実施設計図書を訂正する場合を除く。）により・・・
	[第18条第5項]

5　前項の規定（第１項第１号に該当し、実施設計図書を訂正する場合を除く。）により・・・

	[第25条第4項]
4　・・・この場合においては、第１項中「請負契約締結の日」とあるのは「直前の本条に基づく契約金額変更の基準とした日」とするものとする。
	[第25条第4項]

4　・・・この場合においては、第1項中「請負｢契約締結の日｣とあるのは｢直前の本条に基づく契約金額変更の基準とした日｣とするものとする。

	[第27条]
第27条　成果物及び工事目的物の引渡し前に、実施設計図書又は工事目的物若しくは工事材料について生じた損害その他本件工事の施工等を行うにつき生じた損害・・・

	[第27条]

第27条　成果物及び工事目的物の引渡し前に、実施設計図書又は工事目的物若しくは工事材料について生じた損害その他本件工事の施工等等の実施を行うにつき生じた損害・・・

	[第28条第2項] 
2　・・・ただし、その損害のうち工事の施工につき乙が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、乙が負担する。
	[第28条第2項]

2　・・・ただし、その損害のうち本件工事の施工等の実施につき乙が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、乙が負担する。

	[第29条第4項] 
4　・・・立会いその他乙の工事に関する記録等により・・・
	[第29条第4項] 

4　立会いその他乙の本件工事に関する記録等により・・・

	[第31条第7項] 
7　乙は、現場を清掃し、安全かつ清潔な状態で本件処理施設を・・・
	[第31条第7項] 

7　乙は、現場を清掃し、安全かつ清潔な状態で本件処理施設工事目的物を・・・

	[第33条第2項] 
2　・・・第45条第１項の規定により契約が解除されたときは、乙の請求により、14日以内に契約保証金を返還する。
	[第33条第2項] 

2　・・・第45条第1項の規定によりこの契約が解除されたときは、乙の請求により、14日以内に契約保証金を返還する。

	[第37条第1項] 
第37条　乙は、前払金を本件設計の外注費、この工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（この工事において償却される割合に相当する額に限る。）・・・
	[第37条第1項] 

第37条　乙は、前払金を本件設計の外注費、この本件工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（この(本件工事において償却される割合に相当する額に限る。)・・・

	[第38条第1項]

第38条　乙は、工事の完成前に、・・・
	[第38条第1項]

第38条　乙は、本件工事の完成前に、・・・

	[第39条第1項]
第39条　・・・当該指定部分の工事が完了したときについては、第31条中「工事」とあるのは・・・
	[第39条第1項]
第39条　・・・当該指定部分の工事が完了したときについては、第31条中｢本件工事」等｣とあるのは・・・

	[第40条第1項]
第40条　・・・相当の期間を定めてその支払を請求したにもかかわらず支払をしないときは、工事の全部又は・・・
	[第40条第1項]

第40条　・・・相当の期間を定めてその支払を請求したにもかかわらず支払をしないときは、本件工事の全部又は・・・

	[第40条第2項]
２　甲は、前項の規定により乙が工事の施工を中止した場合において、必要があると認められるときは契約期間若しくは契約金額を変更し、又は乙が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは乙に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

	[第40条第2項]

2　甲は、前項の規定により乙が本件工事の施工を中止した場合において、必要があると認められるときは契約期間若しくは契約金額を変更し、又は乙が本件工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の本件工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは乙に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。



	[第43条第1項]
第43条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。


	[第43条第1項]

第43条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。



	[第43条第1項(4)～(5)]
(4)　前３号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反により契約の目的を達することができないと認められるとき。
(5)　第45条第１項の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。


	[第43条第1項(4)～(5)]

(4)　前3号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を達することができないと認められるとき。

(5)　第45条第1項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。



	[第43条第2項]
２　前項の規定により契約が解除された場合においては、・・・
	[第43条第2項]

2　前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、・・・

	[第43条の2第1項]
第43条の２　甲は、本件事業に関する基本契約書第16条第１項各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。


	[第43条の2第1項]

第43条の2　甲は、本件事業に関する基本契約書第16条第1項各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。



	[第44条第1項]
第44条　甲は、工事が完成するまでの間は、第43条第１項又は前条第１項の規定によるほか、必要があるときは、契約を解除することができる。

	[第44条第1項]

第44条　甲は、本件工事が完成するまでの間は、第43条第1項又は前条第1項の規定によるほか、必要があるときは、この契約を解除することができる。



	[第44条第2項]
２　甲は、前項の規定により契約を解除したことにより・・・
	[第44条第2項]

2　甲は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより・・・

	[第45条第1項]
第45条　乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。
	[第45条第1項]

第45条　乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。



	[第45条第1項(3)]
(3)　甲が契約に違反し、その違反によって契約の履行が不可能となったとき。


	[第45条第1項(3)]

(3) 甲がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可能となったとき。



	[第45条第2項]
2　乙は、前項の規定により契約を解除した場合において、損害があるときは、その損害の賠償を甲に請求することができる。

	[第45条第2項]

2  乙は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があるときは、その損害の賠償を甲に請求することができる。



	[第46条第1項]
第46条　甲は、契約が解除された場合においては、・・・
	[第46条第1項]

第46条　甲は、この契約が解除された場合においては、・・・


	[第46条第4項]
4　乙は、契約が解除された場合において、・・・
	[第46条第4項]

4 乙は、この契約が解除された場合において、・・・

	[第46条第5項]
5　乙は、契約が解除された場合において、・・・
	[第46条第5項]

5乙は、この契約が解除された場合において、・・・

	[第46条第6項]
6　乙は、契約が解除された場合において、・・・
	[第46条第6項]

6　乙は、この契約が解除された場合において、・・・

	[第46条第8項]
8　第4項前段及び第5項前段に規定する乙のとるべき措置の期限、方法等については、契約の解除が第43条又は第43条の２の規定によるときは甲が定め、・・・
	[第46条第8項]

8　第4項前段及び第5項前段に規定する乙のとるべき措置の期限、方法等については、この契約の解除が第43条又は第43条の2の規定によるときは甲が定め、・・・

	(新設)
	[第50条の2]

(審査会)

第50条の2　前2条の規定は、審査会が取り扱うことができる紛争に限って適用する。


	[特記規定第6条]

第6条　乙は、本件処理施設が機械的完成に達したときには、要求水準書に従い本件処理施設の試運転、予備性能試験及び引渡性能試験を実施する。

	[特記規定第6条]第6条

第6条　乙は、本件処理施設工事目的物が機械的完成に達したときには、要求水準書に従い本件処理施設工事目的物の試運転、予備性能試験及び引渡性能試験を実施する。



	[特記規定第7条第2項]
２　試運転に必要な本件処理施設へのごみの搬入に係る費用、本件処理施設に配置される甲の施設整備状況監視職員の人件費・・・
	[特記規定第7条第2項]

2　試運転に必要な本件処理施設工事目的物へのごみの搬入に係る費用、本件処理施設工事目的物に配置される甲の施設整備状況監視職員の人件費・・・

	[特記規定第8条]

（債務負担行為に係る契約の部分払の特則）

第８条
債務負担行為に係る契約において、前会計年度末における契約代金相当額が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合においては、乙は、当該会計年度の当初に当該超過額(以下｢出来高超過額｣という。)について部分払を請求することができる。ただし、契約会計以外の会計年度においては、乙は、予算の執行が可能となる時期以前に部分払の支払を請求することはできない。

２　この契約において、前払金の支払を受けている場合の部分払金の額については、第38条第６項及び第７項の規定にかかわらず、次の式により算定する。・・・

	[特記規定第8-9条]

(債務負担行為に係る契約の部分払の特則)
第8条
債務負担行為に係る契約において、前各会計年度末における契約代金相当額が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合においては、乙は、当該会計年度の当初に当該超過額(以下｢出来高超過額｣という。)について部分払を請求することができる。ただし、契約会計以外の会計年度においては、乙は、予算の執行が可能となる時期以前に部分払の支払を請求することはできない額の支払の限度額(以下｢支払限度額｣という。)は、次のとおりとする。
平成22年度　　　　　　　　　　　　　円
平成23年度　　　　　　　　　　　　　円
平成24年度　　　　　　　　　　　　　円
２　支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額は、次のとおりである。
平成22年度　　　　　　　　　　　　　円
平成23年度　　　　　　　　　　　　　円
平成24年度　　　　　　　　　　　　　円
３　甲は、予算上の都合その他の必要があるときは、第1項の支払限度額及び前項の出来高予定額を変更することができる。
(債務負担行為に係る契約の前金払の特則)
第9条
　債務負担行為に係る契約の前金払については、第35条中｢契約書記載の契約期間の終期｣とあるのは｢契約書記載の契約期間の終期(最終の会計年度以外の会計年度にあっては、各会計年度末)｣と、第35条及び第36条中｢契約金額｣とあるのは｢当該会計年度の出来高予定額(前会計年度末における第38条第1項の契約代金相当額(以下本条及び次条において｢契約代金相当額｣という。)が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合において、当該会計年度の当初に部分払をしたときは、当該超過額を控除した額)｣と読み替えて、これらの規定を準用する。ただし、この契約を締結した会計年度(以下｢契約会計年度｣という。)以外の会計年度においては、乙は、予算の執行が可能となる時期以前に前払金の支払を請求することはできない。
２　前項の場合において、契約会計年度について前払金を支払わない旨が要求水準書に定められているときには、前項の規定による読替え後の第35条第1項の規定にかかわらず、乙は、契約会計年度について前払金の支払を請求することができない。
３　第1項の場合において、契約会計年度に翌会計年度の前払金を含めて支払う旨が要求水準書に定められているときには、第1項の規定による読替え後の第35条第1項の規定にかかわらず、乙は、契約会計年度に支払うべき前払金相当分(　　　　円以内)を含めて前払金の支払を請求することができる。
４　第1項の場合において、前会計年度末における契約代金相当額が前会計年度までの出来高予定額に達しないときには、第1項の規定による読替え後の第35条第1項の規定にかかわらず、乙は、契約代金相当額が前会計年度までの出来高予定額に達するまで当該会計年度の前払金の支払を請求することができない。
５　第1項の場合において、前会計年度末における契約代金相当額が前会計年度までの出来高予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額に達するまでの前払金の保証期限を延長するものとする。この場合においては、第36条第3項の規定を準用する。
(債務負担行為に係る契約の部分払の特則)
第10条
　債務負担行為に係る契約において、前会計年度末における契約代金相当額が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合においては、乙は、当該会計年度の当初に当該超過額(以下｢出来高超過額｣という。)について部分払を請求することができる。ただし、契約会計以外の会計年度においては、乙は、予算の執行が可能となる時期以前に部分払の支払を請求することはできない。
２　この契約において、前払金の支払を受けている場合の部分払金の額については、第38条第6項及び第7項の規定にかかわらず、次の式により算定する。・・・



	[特記規定 第10条第3項]

３　各会計年度において、部分払を請求できる回数は、次のとおりとする。　　　　　　　　平成22年度　　　　　　　１回　　　　　　　　平成23年度　　　　　　　１回　　　　　　　　平成24年度　　　　　　　０回

	[特記規定 第10条第3項]

３　各会計年度において、部分払を請求できる回数は、次のとおりとする。　　　　　　平成22年度　　　　　　　１　回　　　　　　　　平成23年度　　　　　　　１　回　　　　　　　　平成24年度　　　　　　　０　回




